
平成２２年度　事務事業評価シート（平成２１年度分） (単位：円）

障がい福祉班 経常 経常 経常 経常

単独 補助 単独 補助

35,000 1,046,329

3 1 2

－ 乳幼児の健康増進を図る。
精神障害者がデイケア等へ通所するこ
とにより障がい者の自立と社会参加の
促進を図る。

障害者への支援の必要度合いに応じ
て、サービスが公平に利用できるよ
う利用に関する基準を透明化・明確
化にする。

－

確実な治療効果が期待できる児童
に対する医療費の給付
・新規給付決定
・再認定

デイケア等の通所に係る交通費の助成
・給付件数（292件）

・障害区分判定会議の開催（７回）
・障害程度の区分判定

－
・身体に障害のある児童
・治療効果が期待できる児童

・精神障害者保健福祉手帳所持者
・療育手帳所持者で医師証明のある方

障害手帳所持者等

－
乳幼児の健康増進

（新規9名・再認定12名）
障害者の自立と社会参加の促進 福祉の充実

－ － － －

17,141 37 844 630

－ Ａ Ａ Ａ

－ － － －

－
乳幼児の健康増進は健康推進課で
事業を行う

－ －

－
予算を健康推進課とし引き続き必
要な支援を行う

障害者に対し引き続き必要な支援を行
う

障害者自立支援法に基づきＨ24.4.1.
新体系に向け調査の充実を図る

2,300 35 960 1,080

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

* * * *

必要経費の一層の削
減に取り組む

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000 48,000

9 費用支弁 21,720 8,680

9 認定審査会委員費用弁償 15,120 15,120

11 消耗品費 556,857 391,857 15,000

11 燃料費 75,079 75,079

11 印刷製本費 128,415 13,415 15,000

11 修繕料 41,895 41,895

12 通信運搬費 1,043,745 138,745 5,000

12 手数料 85,305 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950 937,950

12 自動車損害保険料 18,980 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153 204,153

18 庁用器具費 273,520 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550 18,034,550

27 自動車重量税 8,800 8,800

883,514,936 20,757,953 35,000 959,450 1,046,329

0 35,000 0 600,000

20,757,953 0 959,450 446,329

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

一般行政経費

生活支援課 臨時・経常

事業名
デイケア等
交通費助成事業

障害程度区分認定業務
育成医療給付
決定事務

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常 経常

補助 補助 補助 補助

557,088,330 382,280 12,042,434 28,687,400

地域の社会資源を活用し障がい者
の地域生活と就労を促進し自立を
支援することを目的とする。

療養介護を受けている者の介護医
療費を助成し福祉の向上を図る

失われた身体機能を代償・補完
することにより日常生活や社会
参加（就学・就労）を支援する

在宅の重度障害者に対し、その障
害のために生じる特別の負担の手
助けとして手当を支給し福祉の増
進を図る

・訪問系サービス　59名
・短期入所　　    12名
・日中活動系　   125名
・居住系サービス 156名
・相談支援　　     5名
　　　合計　　　 357名

介護医療費の助成
療養介護該当者（1名）

身体障害者（児）補装具費
・購入（124件）
・修理（40件）

・特別障害者手当
（26,440円/月）
　　95名受給中

障害者手帳所持者
療養介護給付を申請されている障
害者

身体障害者手帳の交付を受けて
いる者

心身に重度の障害を持つ20歳以上
の方

障害者の地域生活と自立支援 療養介護医療該当者の負担軽減 社会参加の支援
在宅障害者を介護する方の負担軽
減

－ － － －

509,924 1,068 14,872 29,481

Ａ Ａ Ａ Ａ

－ － － －

－ － － －

障害者に対し引き続き必要な支援
を行う

障害者に対し引き続き必要な支援
を行う

障害者に対し引き続き必要な支
援を行う

制度の周知を行うと共に、引き続
き必要な支援を行う

640,000 900 16,000 30,000

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

* * * *

12,042,434

28,687,400

382,280

577,088,330

577,088,330 382,280 12,042,434 28,687,400

438,037,500 675,000 12,533,250 21,713,850

139,050,830 ▲ 292,720 ▲ 490,816 6,973,550

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

障害者自立支援給付費負担金
②療養介護医療及び基準該当療養
介護医療費

身体障害者補装具給付事業
特別障害者手当等給付費負担金①
特別障害者手当

障害者自立支援給付費負担金
①障がい福祉サービス費等



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常

補助 補助 補助

3,767,560 71,900 42,190,138

重度障害児に対しその障害オために必要と
なる精神的・物質的な特別な負担軽減の一
助として手当を支給することにより障害児
の福祉向上を図る

在宅の重度障害者に対し、その障害のために
生じる特別の負担の手助けとして手当を支給
し福祉の増進を図る

障害の除去又は軽減を目的とした治療を受け
る際の医療費の一部を給付することにより日
常生活や社会参加（就学・就労）を支援する

・障害児福祉手当（14,380円/月）
　　　　　　　　　　　20名受給中

・経過的福祉手当（14,380円/月）
　　　　　　　　　　　該当者1名

・医療費の一部を助成
　給付決定件数（63件）

心身に重度の障害を持つ20歳未満の方
Ｓ61.3.31で20歳以上で従来の福祉手当の受
給者であった者のうち特障手当の支給要件に
該当せず、かつ障害基礎年金支給無し

18歳以上の身体障害者手帳の交付を受けてい
る方

障害者の社会参加

－ － －

3,192 173 47,531

Ａ Ａ Ａ

－ － －

－ － －

制度の周知を行うと共に、引き続き必要な
支援を行う

障害者に対し引き続き必要な支援を行う 障害者に対し引き続き必要な支援を行う

3,000 71 43,000

標準業務 標準業務 標準業務

* * *

3,767,560 71,900

42,190,138

3,767,560 71,900 42,190,138

2,825,670 53,925 35,475,000

941,890 17,975 6,715,138

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

特別障害者手当等給付費負担金
②障害児福祉手当

特別障害者手当等給付費負担金
③経過的福祉手当

身体障害者
自立支援医療給付事業



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常 経常

補助 補助 補助 補助

63,040 2,270,253 8,951,034 9,609,205

・相談会の開催（5回） ・手話通訳者の派遣（18件）

・介護訓練（１件）
・生活支援（13件）
・在宅療養（4件）
・意思疎通（4件）
・排泄管理（778件）

実利用者数　30名

乳幼児教室等で発達障がい等の疑
いがある子ども

聴覚障害者及び手話でコミニュ
ケーションを取りたい方

・重度身体障害者（児）
・知的障害者（児）

屋外での移動が困難な障害のあ
る方

障害児の早期発見・早期治療 障害者の社会参加 在宅生活の充実 障害者の社会参加

－ － － －

－ 1,891 7,647 6,847

Ａ Ｂ Ａ Ａ

－ － － －

－ － － －

今年度言語聴覚士が見つからない
状況であるため、来年度は金額の
見直しが必要

障害者に対し引き続き必要な支援
を行う

障害者に対し引き続き必要な支
援を行う

引き続き必要な支援を行う

60 2,270 9,000 9,500

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

* * * *

1,728,000

215,953

50,000

13,040

326,300 9,609,205

8,951,034

63,040 2,270,253 8,951,034 9,609,205

42,993 1,548,313 6,104,605 6,553,478

20,047 721,940 2,846,429 3,055,727

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

障がい児（者）の能力や適正に応じ自立した日常生活を営むことができるよう柔軟な事業を効率的・効果的に実施し安心して暮らせ
るよう地域社会の現実に寄与する。

地域生活支援事業
（日常生活用具給付事業）

地域生活支援事業
（療育訓練等事業）

地域生活支援事業（コミュニケー
ション支援事業）

地域生活支援事業
（移動支援事業）



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常 経常

補助 補助 補助 補助

5,568,614 1,685,000 5,046,283 200,000

実利用者数　23名 実利用者数　2名 実利用者数　38名 実利用者数　2名

障害者手帳所持者
他サービスの利用による入浴が困
難な重度の在宅障害者

障害者手帳所持者 身体障害者

障害者の社会生活の交流促進 在宅生活の推進 介護者の負担軽減 障害者の社会参加

－ － － －

5,675 2,042 8,613 217

Ａ Ａ Ａ Ａ

－ － － －

－ － － －

引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う

5,600 1,700 8,600 200

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

* * * *

5,568,614 1,685,000 5,046,283

200,000

5,568,614 1,685,000 5,046,283 200,000

3,797,795 1,149,170 3,444,460 136,400

1,770,819 535,830 1,601,823 63,600

障がい児（者）の能力や適正に応じ自立した日常生活を営むことができるよう柔軟な事業を効率的・効果的に実施し安心して暮らせ
るよう地域社会の現実に寄与する。

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

地域生活支援事業
（日中一時支援事業）

地域生活支援事業
（地域活動支援センター事業）

地域生活支援事業
（訪問入浴サービス事業）

地域生活支援事業
（自動車改造事業）



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常 経常

補助 補助 補助 補助

69,300 1,001,432 906,880 321,960

実利用者数　2名 実利用者数　4名 実利用者数　29名 受講者数　7名

身体障害者
豊後大野市が支援する利用者が
いるホーム

支援学校・支援学級に在席する児
童生徒

手話を覚えたい方

障害者の社会参加 福祉の充実
児童生徒の社会活動の参加・介護
者の負担軽減

障害者福祉の増進

－ － － －

97 1,001 746 －

Ａ Ａ Ａ Ａ

－ － － －

－ － － －

引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う 引き続き必要な支援を行う

90 1,001 950 102

標準業務 標準業務 標準業務 標準業務

* * * *

906,880 321,960

1,001,432

69,300

69,300 1,001,432 906,880 321,960

47,263 682,977 618,492 219,577

22,037 318,455 288,388 102,383

障がい児（者）の能力や適正に応じ自立した日常生活を営むことができるよう柔軟な事業を効率的・効果的に実施し安心して暮らせ
るよう地域社会の現実に寄与する。

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

地域生活支援事業
（障害児長期休暇支援事業）

地域生活支援事業
（手話奉仕員養成事業）

地域生活支援事業
（更生訓練費給付事業）

地域生活支援事業
（福祉ホーム事業）



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常

補助 補助 単独

5,866,000 16,882,687

在宅福祉サービスの利用援助、介護相談を行
い障がい者及び家族の地域における生活を支
援し、在宅障がい者の自立と社会参加の促進
を図る。

障がい児（者）の能力や適正に応じ自立した
日常生活を営むことができるよう柔軟な事業
を効率的・効果的に実施し安心して暮らせる
よう地域社会の現実に寄与する。

重度心身障害者に対して医療費の一部を支
給することにより重度心身障害者の福祉の
増進を図る

・相談実人数　516人/年（43人/月平均）
・相談件数  4,232件/年（352件/月平均）

・障害者相談支援事業
・障害者地域活動支援センター事業

・支給対象者数（1,568名）
・給付件数（25,108件）

障害を持った方またその家族 障害者手帳所持者等
・身体障害者1・2級
・知的障害者Ａ判定
・精神障害者1級

地域で安心して暮らせる社会の実現 障害者の自立、社会参加 重度障害者（児）の健康増進

－ － －

5,866 17,981 129,829

Ａ Ａ Ａ

－ － －

18歳未満の障害者から引き続き支援が出来る
体制を整えたい

－
事務費に対する補助金削減に伴い、これま
で市民に対して行っていた振込通知等の方
法の変更を検討

地域療育支援事業も含め事業の充実を図る 引き続き必要な支援を行う
障害者に対し引き続き必要な支援を行い、
今後の通知方法に対しては検討する

5,866 17,000 144,000

標準業務 標準業務 標準業務

* * *

通知案内の効率化に向けて、類似事業を行
う担当と協議を進める

150,000

100,000

900,000

5,866,000 3,134,000

13,748,687

122,808,348

5,866,000 16,882,687 123,958,348

4,006,478 61,769,000

1,859,522 16,882,687 62,189,348

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

重度心身障害者医療費給付事業地域生活支援事業（単独事業分）障害者相談支援事業



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

臨時 臨時 経常

補助 補助 単独

6,301,160 50,304

障害福祉サービス事業を実施する事業所に対
し補助することにより障害者自立支援法の円
滑な実施を図る。
（平成21年度～23年度事業）

療養介護の対象になる者は、他の介護給付制
度利用者に比べ負担増となることから生活環
境の大幅な変化を緩和し個人負担の軽減を図
る。

障害に応じた居住に適するように改造する
ために要する費用を助成することにより、
自立した生活の維持促進及び介護者の負担
軽減を図る

・事業運営安定化
・移行時運営安定化
・通所サービス促進
・新事業移行促進
・事務処理安定化

進行性筋萎縮症者に対する療養費補助
　　　　　　　　　　　（該当者１名）

・便所等改造（6名）
・浴室改造（2名）
（生活保護家庭2名）

施設入所者・通所者 進行性筋萎縮症者
・身体障害者手帳1・２級
・療育手帳Ａ判定
・精神保健福祉手帳1級

安心して地域で暮らせるようにする

－ － －

6,729 106 2,589

Ａ Ａ Ａ

－ － －

Ｈ23年度までの対策費となるが補助なくして
事業所が自立できていけるのか

－
高齢者住宅改造の申込者が多く高齢障害者
で申請出来ない方が増える可能性あり

Ｈ23年度期限で新体系移行への充実を図る 引き続き必要な支援を行う
介護・高齢者との連携により在宅生活での
充実を図る

6,000 50 2,000

標準業務 標準業務 標準業務

- - *

2,449,330

6,301,160

50,304

6,301,160 50,304 2,449,330

4,805,542 37,728 1,222,000

1,495,618 12,576 1,227,330

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

在宅重度障害者住宅改造助成事業

障害者自立支援法への円滑な移行

障害者自立支援対策事業（個人補助分）
障害者自立支援対策事業

事業所補助分



平成２２年度　事務事業評価シート（平成

障がい福祉班

3 1 2

節 説　明

1 障害者自立支援認定審査会委員報酬 373,000

1 嘱託職員報酬（手話通訳） 1,728,000

4 社会保険料（嘱託職員分） 215,953

8 自立支援協議会委員謝礼金 46,000

8 言語聴覚士謝礼金 50,000

9 普通旅費 48,000

9 費用支弁 21,720

9 認定審査会委員費用弁償 15,120

11 消耗品費 556,857

11 燃料費 75,079

11 印刷製本費 128,415

11 修繕料 41,895

12 通信運搬費 1,043,745

12 手数料 85,305

12 主治医意見書作成手数料 540,709

12 介護給付費等審査支払手数料 937,950

12 自動車損害保険料 18,980

13 障害程度区分調査委託料 117,500

13 自立支援システム保守委託料 403,200

13 障害者相談支援事業委託料 9,000,000

13 地域療育支援事業委託料 3,512,000

13 地域生活支援事業委託料 37,212,929

14 土地借上料 204,153

18 庁用器具費 273,520

19 身体障害者福祉協議会 1,000,000

19 全九州手話通訳者研修会負担金 3,500

19 在宅重度障害者住宅改造助成金 2,449,330

19 身体障害者自動車改造助成金 200,000

19 福祉ホーム運営補助金 1,001,432

20 重度心身障害者医療費助成金 122,808,348

20 身体障害児（者）補装具給付費 12,042,434

20 特別障害者手当等給付費 32,526,860

20 高額介護サービス費 382,280

20 身体障害者自立支援医療費給付費 42,190,138

20 精神障害者デイケア等交通費助成金 959,450

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（事業所分） 6,301,160

20 障害者自立支援対策事業特例給付費（利用者分） 50,304

20 児童デイサービス利用促進事業支援金 773,332

20 地域生活支援事業費 9,020,334

20 障害福祉サービス自己負担金助成費 24,324

20 障害福祉サービス費 577,088,330

23 国県等精算返還金 18,034,550

27 自動車重量税 8,800

883,514,936

扶助費

地 方 債 0

608,520,465

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

扶助費

公課費

扶助費

扶助費

国 ・ 県 支 出 金

扶助費

合　計

財
　
　
源

役務費

役務費

役務費

274,994,471一 般 財 源

基 金 繰 入 金 0

そ の 他 0

扶助費

償還金.利子.割引料

委託費

扶助費

扶助費

対象者

評
価
会

事業の重要度

評価委員会評価

事業達成度（Ａ～Ｅ）  前前年度⇒前年度⇒今年度

目的達成度（Ａ～Ｅ）　前前年度⇒前年度⇒今年度

課題

来年度（23年度）の事業費 (予算額)      [千円]

目標値/実績 (達成率)

生活支援課 臨時・経常

事業名

委託費

委託費

概
要

目的

事業概要(Ｈ21年度具体的な事業内容)

前年（20年度）度事業費 (決算額)       [千円]

旅費

期待する事務事業成果

部
署
内
評
価

所属

障害者福祉費

補助・単独

補助対象基本額
款 項 目 目　名

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

備品購入費

使用料.賃借料

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

負担.補助.交付金

委託費

報償費

旅費

需用費

需用費

需用費

需用費

役務費

役務費

委託費

旅費

来年度の対応

節名

報酬

報酬

共済費

報償費

決算額

業務(未整理,標準,特例各業務の別)

(単位：円）

経常 経常 経常

単独 単独 単独

心身に障害あるいは発達に遅れのある児童に
対し、個別的・集団的に必要な支援や訓練を
行い児童の発育発達を促し円滑な社会生活に
つなげていけるよう指導する

障がい者相互が連携し障害を克服して社
会復帰する活動に努め、地域社会の福祉
向上に寄与する。

心身に障害あるいは発達に遅れのある児童を
早期に発見し個別的・集団的に必要な支援、
訓練を行えるよう相談支援を行うことで円滑
な社会生活が出来るよう促す

・Ｈ22.3現在利用者数　　36名

・身体障害者相談員の選出
・研修会への参加
・県スポーツ大会への参加
・各支部事業の補助

相談支援の実施
・相談人数（451名）
・相談件数（586件）

5領域10項目の聞き取り調査により児童デイ
を利用した方が良いと認められた児童

障害を持った方で協議会に加入されてい
る方

20歳未満の障害者又はその家族

児童が円滑な社会生活を送ることが出来る 障害者の社会復帰 早期の支援による社会生活への参加

－ － －

642 1,000 3,512

Ａ Ａ Ａ

－ － －

最近は発達障がいと思われる子どもの数が増
加傾向にある

身体障害者のみ補助金あり
全ての障害についての取扱を検討すべき

18歳未満の支援だけで終われる事業ではない
ため引き続き支援が出来る体制を整えたい

関係事業所との連携により早期発見し早い時
期の治療を行う

補助金のあり方に対する見直し検討 相談支援事業に含め一層の充実を図る

900 1,000 3,512

標準業務 特例業務 標準業務

* * *

課題に対する調整を行う

3,512,000

1,000,000

773,332

773,332 1,000,000 3,512,000

385,000 0 0

388,332 1,000,000 3,512,000

事業別内訳（臨時・経常別　補助・単独別）

地域療育支援事業
身体障害者福祉協議会

補助金
児童デイサービス
利用促進事業


